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研究成果の概要（和文）：実証研究については研究期間内の間に計画していた分析を全て完了することができな
かった。理由としては当初予定していた研究手法がを実行する上でいくつかの計量経済学的な問題が見つかった
ためその問題を克服する方法の模索に非常に時間を要したためである。一方で、理論分析についてはMizuno and
 Okazawa (2022) の研究が国際学術誌に掲載されるなど一定の成果を得ることができた。

研究成果の概要（英文）：We were not able to complete all of the planned analyses of the empirical 
research during the study period. The reason for this is that several econometric problems were 
found in the implementation of the originally planned research methods, and it took a great deal of 
time to find ways to overcome these problems. On the other hand, we were able to obtain some results
 in theoretical analysis, such as the study by Mizuno and Okazawa (2022), which was published in an 
international academic journal.

研究分野：経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
Mizuno and Okazawa (2022) では、なぜ必ずしも有権者が有能な政治家に投票しないのかという問題について理
論的な解釈を提示している。この問題は近年のポピュリズム等の問題を考える上でも重要なテーマであり、合理
的な有権者があえて有能な政治家を選好しないことの理由を提示している。有能な政治家ほど有権者の意向を配
慮することを信頼できる形で約束できないという可能性は既存の先行研究とは異なる指摘であり、ポピュリズム
の問題を考察する上で意義のある研究であると思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

1990年代以降、日本の政府債務が歴史的な水準から見てもあるいは他の先進国との比

較という意味でも極めて高い水準まで拡大していることはよく知られている。民主主義

において有権者は常に財政赤字の負担を将来世代に先送りしたいという誘因をもつた

め、政府の財政運営に規律を与えるためには有権者や政治家のインセンティブを考慮す

ることが重要であるとともに、一定のルールを課すことが必要かもしれない。日本では、

2006 年に地方債の起債に関する制度変更 (許可制度から協議制度への以降) が行われ

たため、地方自治体の財政規律、支出、あるいはそれらを通じて地方経済へどのような

影響を与えたのかという問題について、2006 年に改訂された新制度が有している特徴

を利用した準実験的なアプローチ (quasi experimental approach) を用いて財政制度が自

治体の財政政策に与える因果的効果を推定する。また、財政規律に影響を与えるルール

が政治家の再選インセンティブなどの政治的要因は補完するのかあるいは代替するの

かについて理論・実証の両面から考察・分析する。 
 
 
 
２．研究の目的 

本研究では、政府の財政運営に対して財政上のルールを与えることが財政政策ならび

に地域の経済活動にどのような影響を与えるのかという問題について、財政制度が政策

に与える影響と政治的過程の果たす役割の双方に注目する。地方政府の財政規律を考え

る際には、中央政府からの補助金が地方政府のただ乗りをもたらす問題 (common pool 

problem) や中央政府が事後的に財政危機に陥った自治体を救済しないことにコミット

できない可能性 (soft budget problem) など理論的にも考慮すべき点が多くあるため、実

証・理論の両面から分析を行う。 
 
 
 
３．研究の方法 
 

実証研究では 2006 年の制度変更によって実質公債費比率のわずかな差が制度の違い

がもたらされる点に注目して、準実験的アプローチによって制度の効果を推定する。具

体的には、2005年度の実質公債費比率が 18％に極めて近い自治体のサンプルを用いて、

わずかに 18％を下回ったために協議制に移行した自治体を処置群 (treatment group)、わ

ずかに 18%を上回ったために引き続き許可制に留まった自治体を対照群 (control group) 

と見なして、両者の財政政策ならびに地方経済のパフォーマンスを比較する。また、理

論分析については政治家の再選動機についてゲーム理論を応用した分析を行う。 
 
 
 
４．研究成果 

 

実証研究については研究期間内の間に計画していた分析を全て完了することができ

なかった。理由としては当初予定していた研究手法がを実行する上でいくつかの計量経

済学的な問題が見つかったためその問題を克服する方法の模索に非常に時間を要した



多 mである。一方で、理論分析についてはMizuno and Okazawa (2022) の研究が国際学

術誌に掲載されるなど一定の成果を得ることができた。 
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